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【遺留分の請求期限について】

遺留分（遺留分侵害額）の請求には期限があります。
遺留分の請求期限は、遺留分の権利者が、相続の開始及び
遺留分を侵害する贈与または遺贈があったことを知ったときか
ら１年です。
１年以内に請求しなかった場合には、時効で遺留分の請求権
は消滅します。
１年は意外と短いです。自分の遺留分が侵害されていると分か
った時は、早々に請求しましょう。
相続の開始及び遺留分を侵害する贈与または遺贈があったこ
とを知らなかった場合でも、相続開始から１０年経つと、同様に
請求権は消滅します。

先日、ご相談で、相続が開始しているのに何もせずに何年も放置していた方に遭遇しました。

相続登記申請義務化のことは、ご存知の方が増えてきているようですが、遺産分割協議についても期限が設
けられた部分があることはご存知でしょうか？
相続登記と同様、これまでは遺産分割協議についても期限は特に設けられていませんでした。

しかし、令和５年４月１日から、「相続開始から１０年を経過した後にする遺産分割協議は、原則として具体的
相続分ではなく、法定相続分（又は指定相続分）による。」（民法９０４条の３）とされました。

「法定相続分」は聞いたことがある人が多いと思いますが、「具体的相続分」という言葉は聞いたことがない人
が多いと思うので説明します。

相続人の中には、亡くなった人から生前にたくさんお金をもらった人（特別受益がある人）や、逆に、亡くなった
人の家業を手伝ったり、一生懸命介護したりした人（寄与分がある人）がいることがありますよね。
そういう人がいる場合には、その分は調整してもらわないと、他の相続人と比べて不公平だと思いますよね。
「具体的相続分」とは、「特別受益や寄与分を加えて修正した相続分」の事を言っているのです。

つまり、改正で遺産分割協議がどう変わったのかを簡単に説明しますと、相続開始から１０年を経過する前に
遺産分割協議が成立しない場合、相続人が家庭裁判所に遺産分割の請求を行わないと、基本的に特別受益
や寄与分を踏まえた遺産分割ができない（もはやその部分の調整は考慮されない）、ということなのです。

遺産分割協議が何年も進まない、というケースは、相続人同士の関係が悪かったり、疎遠である場合であるこ
とが多いと思いますが、そのような場合は、お早めに弁護士に相談されることをお勧めします。
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【揉めても遺産分割協議をほったらかしにしないで】



【当事務所で相談できることは？】
遺言書の作成、相続手続（相続人の調査・遺産分
割協議書の作成など）、任意後見契約、家族信託、
死後事務委任契約、老後の生活設計など

【離婚で財産分与を受けた場合の
税金について】

離婚により、財産分与または慰謝料とし
てもらった財産については、原則として贈
与税も所得税もかかりません（ただし、一
切の事情を考慮しても不相当に過大である
と認められた部分については贈与税が課さ
れることがあります）。

財産分与で不動産をもらった人が、所有
権移転登記を行う際には、登録免許税及び
不動産取得税がかかります。

不動産を渡した人の方には、渡す際に、
お金をもらっていなくても、渡した時の時
価で譲渡所得税が課せられます。
ただし、渡した不動産が自宅土地建物

（居住用財産）であった場合には、「居住
用財産を譲渡した場合の特別控除の特例
（いわゆる3000万円の特別控除）」（租
税特別措置法35条）の適用はあります。

【今年の４月１日から、相続登記の申請が
義務化されています】

ニュース等あちこちで報道されていま
したが、とうとう相続登記の申請義務化
が始まりました。
さて、皆様、おじいさん、おばあさ

んの代の相続で不動産の登記手続を放置
したままにしているものはないでしょう
か？
令和６年４月１日より前に開始した相

続についても義務化の対象になっていま
すので、気を付けてくださいね。
もし、そのような不動産があることが

判明した場合には、早めにお近くの相続
の専門家にご相談ください。
ちなみに令和６年４月１日より前に開

始した相続の登記の申請期限は、令和９
年３月３１日です。
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